
●国民健康保険料引き下げや介護保険負担軽減を
●コロナ対応融資を「別枠債務」にし、事業継続に必要な新規融資を可能に
●大学や専門学校の学費を半額に。入学金廃止。返済不要の給付制奨学金制度の拡充
●再生可能エネルギーや省エネを強力に推進し、気候危機打開、地域経済の振興に
●農業・漁業への資材、飼料、燃油高騰に対する支援を抜本的に強化

発行：松山市立花1-3-44 日本共産党中予地区委員会 TEL 089-947-2411 日本共産党中予地区委員会が見解を発表したのでお知らせします。2023年冬 号外

岸田政権にレッドカードを大軍拡と、増税・負担増
「国葬」強行、統一協会とのゆ着

事業者から影響を聞く田中県議

繰り返し最賃引き上げを愛媛労働局に要請

国へ物価高騰に対し、事業者への
直接的支援を求める

「食べていくだけで精一杯」 「節約してきたがもう、打つ手がない」 「廃業に追い込まれている」

松山民報

　統一協会と自民党とのズブズブの関係に厳しい批判の声があがっていま
す。岸田首相の「関係を絶つ」というのは言葉ばかりに…。
　マスコミの調査などでは、政務活動費の支出や役員をしていたなど、旧統一
協会との関連があったのは、45人の県議会議員（欠員2）のうち7人です。また、
徹底解明などを国に求める意見書が、2022年9月県議会に提出されました
が、賛同したのは、松山市・上浮穴郡区選出の県議会議員15人の中で、わずか
3人だけ。
　県民の世論と結び、ゆ着を断ち、民主主義を守る声をあげていくうえでも、
日本共産党の議席は欠かせません。

　物価高騰、値上げラッシュが止まりませ
ん。暮らしは深刻になるばかりです。日本共
産党の田中かつひこ県議会議員が取り組ん
だアンケートにも、「節約してきたがもう、打
つ手がない」など県民から痛切な声が数多く
あがっています。
　賃上げを軸に実体経済を立て直す、とりわ
け内需を活発にすることに本腰を入れるこ
とは急務です。日本共産党は、緊急提案を示
しています。力をあわせ、声をあげましょう。

消費税5％への減税、インボイス中止

物価に見合った年金アップを

中小企業の賃上げへ直接支援
最低賃金時給1,500円に

学校給食の無償化を
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統一協会問題徹底解明求める 松山市・上浮穴郡区選出
15人中（欠員1）、賛成はわずか3人
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愛媛県の最低賃金
853円（現在）


